
〈本レポートに関するご意見・お問い合わせ先〉

  中央三井トラスト・ホールディングス株式会社
  業務部 CSR室
  　 03（5445）3500（大代表）
  〒105-8574  東京都港区芝三丁目33番1号
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中央三井トラスト・ホールディングス株式会社 

（銀行持株会社）�

所在地
資本金

株式の上場
従業員数＊1

■
■
■
■

東京都港区芝三丁目33番1号
2,616億円
東京・大阪・名古屋の各証券取引所第一部
88人

中央三井信託銀行株式会社 

（個人・法人のお客さま向けサービス）

本店所在地
資本金

信託財産残高
総資金量

拠点数

長期格付

従業員数＊1

■
■
■
■
■

■

■

東京都港区芝三丁目33番1号
3,791億円
7兆4,327億円
10兆9,617億円
国内67店舗

（出張所3店舗、
 コンサルプラザ24店舗＊2を除く）
Ａ1（Ｍｏｏｄｙ'ｓ）、Ａ（Ｓ＆Ｐ、日本格付研究所）、
Aー（Ｆｉｔｃｈ）
6,348人

中央三井アセットマネジメント株式会社 

（個人・機関投資家のお客さま向けサービス）

所在地
資本金

従業員数＊1

■
■
■

東京都港区芝三丁目23番1号
3億円
87人

＊1　在籍出向者および派遣社員・アルバイトを除いた職員・嘱託など。
＊2　平成20年12月末現在、コンサルプラザは26店舗となっています。 報告対象範囲

　中央三井トラスト・グループ
　（中央三井トラスト・ホールディングス、
　　中央三井信託銀行、中央三井アセット信託銀行、
　　中央三井アセットマネジメント、
　　中央三井キャピタル、その他グループ会社）

報告対象期間

　原則　平成19年10月1日～平成20年9月30日

発行時期

　平成21年1月

ホームページアドレス

　http://www.chuomitsui.jp/csr/

中央三井キャピタル株式会社 

（法人・機関投資家のお客さま向けサービス）�

所在地
資本金

従業員数＊1

■
■
■

東京都中央区日本橋室町三丁目2番8号
12億円
40人

中央三井アセット信託銀行株式会社 

（機関投資家のお客さま向けサービス）�

本店所在地
資本金

信託財産残高
総資金量
長期格付

従業員数＊1

■
■
■
■
■
■

東京都港区芝三丁目23番1号
110億円
39兆6,679億円
24兆769億円
Ａ1（Ｍｏｏｄｙ'ｓ）、Ａ（日本格付研究所）
634人

中央三井トラスト・グループのプロフィール　 （平成20年9月30日現在）

編 　 集 　 方 　 針
CSR（企業の社会的責任）レポート

　本レポートは、当グループが企業市民として

社会的責任を果たすべく取り組んでいるCSR

活動に関する報告書です。

　本レポートでは、当グループのCSR活動をよ

りご理解いただくために、金融・信託機能を活か

した取り組みを特集としてご紹介しているほか、

関係者のコメントなども掲載しています。　　

　本レポートを通じて、当グループのCSRに対

する考え方や取り組み実績をステークホルダー

のみなさまにお伝えし、対話に繋げていくことで、

CSR活動内容の向上を目指しています。みな

さまのご意見やご感想をお寄せいただければ

幸いです。
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トップメッセージ
�
特集
中央三井トラスト・グループだから

できること

　排出権取引への信託機能の活用

　環境配慮型住宅に対する
　住宅ローン金利優遇の取り扱い

　SRIファンドへの取り組み

　公益信託の受託者としての社会貢献

マネジメント体制
　CSR推進体制

　コーポレートガバナンス

　リスク管理

　コンプライアンス

　従業員とCSR

社会性の報告
　お客さまへの取り組み

　株主・投資家のみなさまへの取り組み

　社会への取り組み

環境活動報告
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金融グループとしての使命 を十分に認識し

社会の一員として、持続的 な発展を目指します。

　みなさまには平素より中央三井トラスト・グル

ープへの格別のお引き立てを賜り、厚く御礼申

し上げます。

　このたび、CSRレポート2009を作成しました。

みなさまの当グループに対するご理解の一助と

なれば幸いです。

　当グループは以下の3点をグループの経営

理念に掲げています。

　経営理念

　　・金融機能と信託機能を駆使して社会
のニーズに応え、国民経済の発展に寄
与していきます。

　　・企業市民としての自覚を常に持ち、そ
の社会的責任を果たしていきます。

　　・リスク管理体制と法令等遵守（コンプラ
イアンス）体制の充実を図り、経営の健
全性を確保していきます。

　当グループでは、企業市民としての社会的

責任を果たすべくCSR活動に取り組んでおり、

企業を取り巻くステークホルダー（利害関係者）

との対話を尊重し、着実な対応を継続していく

ことが重要であると考えています。

　そのために、企業の活動主体となる従業員

一人ひとりの意識の向上を図り、社会からの要

請およびお客さまや従業員からの声を活かした

取り組みを推進しています。

　昨今、地球温暖化に伴う気候変動など環境

への社会的関心が一層高まり、あらゆる組織

や個人がさまざまな取り組みを進めています。

当グループはUNEP FI（国連環境計画・金融イ

ニシアティブ）が提唱する「環境と持続可能な

発展に関する金融機関声明」に署名し、環境

問題へ取り組む姿勢を表明しています。省エネ・

省資源活動を積極的に推進するほか、金融機

関として環境問題へ貢献できる役割を認識し、

排出権取引における信託機能の活用をはじめ、

金融・信託機能を活かした取り組みや検討を

進めています。

　投資活動というお金の流れを通じて企業の

社会的責任を促すことも金融機関の重要な役

割と考えています。中央三井信託銀行、中央

三井アセット信託銀行および中央三井アセット

マネジメントでは、企業の社会的評価を考慮し

て行う投資手法であるSRI（社会的責任投資）

ファンドの設定・運用・取り扱いという一連の業

務を通じて、今後も広くCSRの重要性を訴えて

いきます。また、中央三井アセット信託銀行では、

国連が提唱する「責任投資原則」に署名し、

資産運用機関としてESG（環境・社会・企業統治）

に配慮した投資活動を行う姿勢を表明してい

ます。

　さらに、お客さまの声を活かす取り組みとして、

中央三井信託銀行および中央三井アセット信

託銀行では、アンケートなどにより頂戴したお客

さまのご意見・ご要望をもとに商品・サービスの

改善策を検討し、お客さまの満足度向上に努

めています。そのほか、グループの各拠点にお

いて自発的に社会貢献を考える動きも拡がりつ

つあり、今後もこのような地道で継続的な取り組

みを促していきたいと考えています。　

　CSRは、当グループが社会の一員として存

在し、社会とともに発展していくためには切り離

せないものであり、今後とも金融グループとして

の公共的使命を十分に認識し、みなさまのご期

待にお応えできるようCSRを推進してまいります

ので、一層のご支援を賜りますようお願い申し

上げます。

ご　挨　拶

2009年1月

中央三井トラスト・グループ
中央三井トラスト・ホールディングス株式会社

取締役社長
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特
集
／
中
央
三
井

ト
ラ
ス
ト
・
グ
ル
ー
プ

だ
か
ら
で
き
る
こ
と



5

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制

社
会
性
の
報
告

環
境
活
動
報
告

6

中
央
三
井
ト
ラ
ス
ト
・
グ
ル
ー
プ

だ
か
ら
で
き
る
こ
と

特　集

社
会
を
取
り
巻
く
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
へ
の
解
決
に
向
け
て
、

グ
ル
ー
プ
の
金
融
・
信
託
機
能
を
活
か
し
た

取
り
組
み
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

特
集
／
中
央
三
井

ト
ラ
ス
ト
・
グ
ル
ー
プ

だ
か
ら
で
き
る
こ
と

　「オール電化住宅」は、省エネ性・安全性に優れる点

が認知され、広く普及が進んでいます。中央三井信託銀

行では、平成16年10月より「オール電化住宅」購入者

に対して、住宅ローンの金利優遇を実施しています。また、

平成17年4月からはガス発電機器などを設置する「ガ

ス省エネ住宅」購入者に対する住宅ローンの金利優遇

も取り扱っています。

中央三井トラスト・ホールディングスでは、排出権取引と市場

の現状を踏まえ、排出権信託のスキームを豊富なケースで詳

説した『詳解排出権信託―制度設計と活用事例』（中央経

済社）を平成20年5月に出版しました。

　中央三井信託銀行では、平成19年2月に、わが国

で初めて、受託する信託財産の種類に「排出権」を追

加することについて、金融庁の認可を取得し、平成

19年11月から信託機能を活用して排出権を小口販

売する取り組みを開始しました。

　地球温暖化問題は、一国の努力のみで解決できる

ものではなく、世界各国の協力が必要であり、国内外

において、温暖化の一因とされる二酸化炭素などの

温室効果ガス排出量削減に向けた取り組みが活発化

しています。わが国も京都議定書により、平成20年

から平成24年までの間（第一約束期間）の温室効果

ガス排出量について、平成2年比6％の削減を約束し

ており、その達成のためにさまざまな対策を講じてい

ます。しかしながら、これまで省エネ対策を推進して

きたわが国では、諸外国に比べ温室効果ガス排出量

削減余地が限られており、より削減余地の大きい途上

国でのプロジェクトにわが国の優れた技術や資金を

投入することにより得られる「排出権」の活用は、地

球規模での温室効果ガス排出削減や費用対効果の

観点からも注目されています。

　中央三井トラスト・グループでは、平成17年から、

企業の排出権取得ニーズに応えるべく、また、CSR

の一環として、政府関連機関が主催する研究会へ参

画するなど排出権取引への信託機能の活用について

検討を行ってきました。信託機能を活用した排出権

の取得スキームである「管理処分型」と「運用型」の

うち、中央三井信託銀行では、「管理処分型」による

排出権の取得スキーム（排出権信託受益権販売）を

提供しています。

　地球温暖化問題への関心が高まる中、自主的に温

室効果ガス排出量削減目標を設定している企業や、

排出権を活用したカーボンオフセット商品※を提供す

る企業などの排出権取得ニーズは、今後ますます増

えていくことが予想されます。既に中央三井信託銀

行が販売した排出権信託受益権は、カーボンオフセッ

ト付きの金融商品やリース商品、宅配サービスなどさ

まざまなエコ商品へと形を変えて、温室効果ガス排

出量削減に貢献しています。

　また、中央三井トラスト・グループは、UNEP FI（国

連環境計画・金融イニシアティブ）が提唱する「環境と

持続可能な発展に関する金融機関声明」に署名し、金

融機関として環境問題に取り組んでいく姿勢を表明

しています。今後も、信託機能の活用によるソリュー

ションメニューの提供を通じて、持続可能な社会の実

現に貢献していきたいと考えています。

※カーボンオフセットとは、自らの温室効果ガス排出量のうち、削減困難な排出量の全部

または一部をほかの場所での削減・吸収量で埋め合わせすることをいいます。カーボ

ンオフセット商品とは、自社商品にその排出量を相殺（オフセット）する仕組みを組み合

わせた商品のことです。

排出権取引への信託機能の活用

環境配慮型住宅に対する住宅ローン金利優遇の取り扱い
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　公益信託とは、個人の方が公益活動のために財産

を提供しようという場合や、法人が利益の一部を社会

に還元しようという場合などに、信託銀行に財産を信

託し、信託銀行はあらかじめ定められた公益目的にし

たがってその財産を管理・運用し、公益活動を行う制

度です。

  公益信託は、昭和52年に第一号が誕生して以来、

奨学金の支給、自然科学・人文科学研究への助成、社

会福祉、動植物の保護、都市環境整備・自然環境保護

活動への助成、さらには国際協力・国際交流促進など、

幅広い分野で活用されています。

　中央三井信託銀行の公益信託受託件数は144件、

信 託 財 産 残 高 は

152億円（平成20

年9月末現在）と業

界トップクラスにあり、

平成19年度には約

1,650の個人・法

人に対して総額7億

2千万円の助成を実

施しました。

　これからも、奨学

生の方々の笑顔に

接することを楽しみ

に、また、各地の美

しい自然が復活し、街々には活気があふれることを願

って、公益信託の目的達成に努力していきます。

　また、信託銀行ならではの「遺言信託」の仕組みを

活用し、「遺贈による寄付を通じて社会・公益のために

貢献したい」というお客さまのご希望に応えるため、中

央三井信託銀行では全国の大学や公益団体と「遺贈に

よる寄付制度」の提携を進めています。遺言書作成の

お手伝いや遺言書に基づいた寄付の手続きを実行す

ることにより、母校や人道支援・自然保護・芸術振興な

どの活動を行う団体に遺産を寄付したいとお考えのお

客さまを支援しています。現在、80を超える法人など

と提携し、お客さまの幅広いニーズにお応えしています。

　中央三井信託銀行が受託している「公益信託『生命

の彩（いのちのいろ）』ＡＬＳ研究助成基金」は、難病で

あるＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）の患者自らが中心とな

って、募金活動を行い、その資金を基にＡＬＳの克服に役

立てて欲しいという想いを託し設定された基金です。

　当基金では、ＡＬＳの研究者に対する研究助成金の給

付を行っており、これまで84名の研究者に総額

8,400万円の研究助成をしています。

　中央三井信託銀行が受託している｢公益信託全神戸

ライオンズクラブ奨学会｣は、神戸市所在のライオンズ

クラブにより設立された、高校生に対する奨学基金です。

前身の奨学会（任意団体）と併せ、40年にわたって奨

学事業を継続してきました。

　当奨学会がのべ700名以上の高校生に奨学金を

支給してきたことを賞し、平成20年12月に神戸市

から感謝状が贈呈されました。

「公益信託全神戸ライオンズクラブ奨学会」

「公益信託『生命の彩』ＡＬＳ研究助成基金」

5. 監督

3. 許可2. 申請

1. コンサルテーション

4. 公益信託の設定　

6. 信託法上の権限行使、
重要事項の同意

7. 公益信託運営上の重要
    事項に関する勧告など

8. 助成金の給付 （
受
給
者
）

        

      

      

      

      

     

●公益信託の仕組み（中央三井信託銀行）

主務官庁

（出捐者）
委　託　者

助 成 先

助 成 先

助 成 先

助 成 先

助成事業執行 事務局運営 信託財産管理

信託管理人

受 託 者

（ ）中央三井信託銀行 

運 営 委 員 会 

特　集

公益信託の受託者としての社会貢献
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　みなさまにCSRやSRIをご理解いただく一助として、

中央三井アセットマネジメントのホームページ「CSR

を語る」では、CSR評価の専門家や企業において

CSRを推進されている方などの対談を企画、紹介し、

みなさまに幅広い観点からCSRやSRIへのご理解を

深めていただけるよう取り組んでいます。

　中央三井信託銀行では、平成18年１１月からＳＲＩファ

ンド（設定・運用：中央三井アセットマネジメント）を取り

扱っています。ＳＲＩとは、Socially Responsible 

Investmentの頭文字をとったもので、「社会的責任

投資」を意味します。

　社会的責任投資とは、環境・倫理・地域といった企

業の社会的評価を考慮して行う投資手法です。従来

の経済的側面からだけではなく、ＣＳＲへ積極的に取

り組む企業を評価することで、長期的投資に適う銘柄

選別の可能性が高まると考えられます。コーポレート

ガバナンスや企業の社会的責任に対する意識が一層

高まっていくなかで、ＣＳＲへ積極的に取り組む企業

については、成長期待が相対的に大きいと判断され

ることが背景にあります。

　当ファンドが主要投資対象とするマザーファンドは、

中央三井アセットマネジメントが平成16年8月に適

格機関投資家向けSRIファンドの投資対象として設

定したものです。マザーファンドの運用に際しては、

株式会社インテグレックスのＣＳＲ評価を参考に国内

最大級の資産運用機関である中央三井アセット信託

銀行が投資助言を行います。

　また、当ファンドは、平成20年１１月より確定拠出年

金での取り扱いを開始しています。

　なお、中央三井アセット信託銀行は、国連が提唱す

る「責任投資原則」に署名し、資産運用機関として、

ESG（環境・社会・企業統治）に配慮した投資活動を

行う姿勢を表明しており、今後も金融機関としての立

場からSRIの普及を支援していきます。

中央三井アセットマネジメント：ホームページ「CSRを語る」

中央三井アセットマネジメント　ホームページ「CSRを語る」
http://www.cmam.co.jp/talk/

「公益信託『生命の彩』
  ALS研究助成基金」
パンフレット

　欧米に比べると市場規模は小さいものの、日本におけるSRIファ

ンドの残高や設定本数は近年飛躍的に増えており、個人投資家

を中心にSRIへの関心が高まりつつあると実感しています。SRIフ

ァンドの設定・運用を行う立場から、投資という枠組みを活用して

企業の社会的責任を積極的に果たす企業が評価される社会づ

くりの支援を行っていきたいと思います。

SRIファンドへの取り組み

●CSRへ積極的に取り組む企業と関係者のイメージ

中
央
三
井

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

　

運
用
部

　

フ
ァ
ン
ド
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

市
川　

雅
敏

CSRへ積極的に取り組む企業

企業への信頼感・ブランド力のUP

持続的な企業の成長へ

地域
住民 従業員

企業

企業活動の
支援

従業員の
意欲向上
優秀な
人材の確保

継続的な
商品の購入

安定的取引の
継続消費者 取引先



　中央三井トラスト・グループ

では、グループ全体で統一的な

方向性をもってCSRを推進し

ていくための横断的な統括組

織として、中央三井トラスト・ホ

ールディングス社長を委員長と

する「グループCSR審議会」を

設置しています。

　基本的な考え方
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CSR推進体制

中央三井トラスト・ホールディングス 持株会社 

銀行子会社 
運用子会社 

株主総会 

取締役会 

監査役 
監査役会 

監査役室 

（※１） 
経営健全化計画推進審議会 
グループ CSR 審議会 
 

（※ 2） 
システム戦略委員会 
バーゼルⅡ対応推進委員会 
グループ経営管理態勢強化委員会 
内部監査委員会 
内部統制制度準備委員会 審議会 ※ 1 

 経営会議 

委員会 ※ 2

経営諮問委員会 
（アドバイザリ－ボード） 

グループ経営戦略 
企画機能 

業務運営 
管理機能 

経営資源 
配分機能 

リスク管理 
統括機能 

内部監査 
統括機能 

コンプライアンス 
統括機能 

業務運営機能 リスク管理機能 コンプライアンス機能 内部監査機能 

銀行子会社 運用子会社 
 

中央三井アセット信託銀行 中央三井アセットマネジメント 中央三井キャピタル 
 

中央三井信託銀行 

株主総会 

取締役会 

経営会議 

監査役 
監査役会 

審議会 

委員会 

株主総会 

取締役会 

経営会議 

監査役 
監査役会 

審議会 

委員会 

株主総会 

取締役会 

経営会議 
 

監査役 監査役 
株主総会 

取締役会 

経営会議 
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コーポレートガバナンス

　中央三井トラスト・グループは経営の透明性・健全

性を確保する観点から、経営陣を含む役職員の権限・

責任を明確化するとともに、適切な相互牽制体制を

構築しています。また、意思決定の迅速化を図るため

に、効率的な経営体制の整備に努めています。

　ガバナンス体制の概要

●体制図

　当グループでは、中央三井信託銀行と中央三井ア

セット信託銀行の銀行子会社、および中央三井アセッ

トマネジメントと中央三井キャピタルの運用子会社が

それぞれの業務執行を単独で完結できる経営体制を

有しており、持株会社である中央三井トラスト・ホール

ディングスは「業務執行管理型持株会社」としてグル

ープ全体の観点から以下の機能を担っています。

1.グループ経営戦略企画機能

　銀行子会社および運用子会社の事業戦略の調整を図り、グルー

プ全体の収益および株主価値の最大化を図る経営戦略を策定します。

2.業務運営管理機能

　業務運営は各銀行子会社および運用子会社が担う一方、持株会

社は各銀行子会社および運用子会社の業務運営状況をグループ戦

略との整合性等の観点から管理するとともに、各業務の業績把握等

を行います。

3.経営資源配分機能

　グループの経営資源（人的資源、物的資源、金銭的資源などの有

形資源に、情報、知識、ブランドなどの無形資源を加えた事業活動上

必要な資源の総称）の配分を行うとともに、銀行子会社および運用

子会社における経営資源の使用状況を管理します。

4.リスク管理統括機能

　グループ全体のリスク管理の基本方針を策定するとともに、銀行

子会社および運用子会社のリスク管理状況のモニタリング等を行

います。

5.コンプライアンス統括機能

　グループの企業倫理としての基本方針および役職員の行動指針

としての遵守基準を策定するとともに、銀行子会社および運用子会

社におけるコンプライアンス遵守状況のモニタリング等を行います。

6.内部監査統括機能

　グループ全体の内部監査の基本方針を策定するとともに、銀行

子会社および運用子会社の内部監査態勢の整備状況等を把握し、

銀行子会社および運用子会社に対して必要な指示等を行います。

マネジメント体制
金融グループとしての公共的使命を十分に認識し、
経営の透明性・健全性を確保していくとともに、
従業員のCSRにかかる意識の向上などを図っていきます。
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グループCSR審議会

委員長：中央三井トラスト・ホールディングス社長

事務局：中央三井トラスト・ホールディングス業務部CSR室

CSR推進ネットワーク

中央三井トラスト・ホールディングス
中央三井信託銀行
中央三井アセット信託銀行
中央三井アセットマネジメント
中央三井キャピタル

関係部次課長によるCSR推進ワーキング

グループCSR推進事務局

中央三井トラスト・ホールディングス
業務部CSR室

CSR推進主体
中央三井トラスト・ホールディングス
中央三井信託銀行
中央三井アセット信託銀行
中央三井アセットマネジメント
中央三井キャピタル
当グループに属するその他の企業
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研 修 担 当 者 の 声 研 修 受 講 者 の 声

 

 

 

●中央三井トラスト・グループのリスク管理体制・コンプライアンス体制の概要

グ
ル
ー
プ
の
基
本
方
針

監
督
・
指
示　

監
査

　基本的な考え方
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従業員とCSR

　中央三井トラスト・グループが、業務を通じて広く社

会に貢献していくためには、企業活動の主体となる従

業員一人ひとりが、高い倫理観とコンプライアンス意

識を持ち、保有する能力を遺憾なく発揮することが必

要と考えています。

　このような考えのもと、当グループでは全従業員に

対するＣＳＲ意識の向上とコンプライアンスの徹底に

向けた取り組みに力を入れています。

　さらに、従業員一人ひとりの人間性を尊重し個性を

重視することを基本とし、人事制度を公正・公平に運

営するとともに、能力開発、キャリア形成を積極的に

支援しています。また安心・安全な労働環境の整備と、

働きやすい職場づくりに取り組んでいます。

　こうした取り組みは、従業員一人ひとりが仕事と家

庭を両立させながら、豊かで充実した毎日を送り、家

庭や地域を通じて社会に貢献していくことにもつな

がっていくと考えています。

　従業員への取り組み　～能力開発・キャリア形成の支援としての研修～

　当グループでは、従業員に対する、能力開発・キャリア形成支援の一環

として、以下のような研修を行っています。

　基本的な考え方

リスク管理

　経営の健全性・安定性の確保のためには、自らの企

業活動により生じるさまざまなリスクを正しく把握し

管理していくことが必要です。当グループでは、その

ことが企業価値の向上や、企業として社会的責任を

果たしていくことにつながるとの認識のもと、リスク

管理体制の整備に取り組んでいます。

　リスク管理の目的は、各業務や各取引に内在するリ

スクに適切に対処してリスクの顕在化を未然に防止

するとともに、リスクが顕在化した場合においても、

それによって生じる損失が一定の範囲に止まるよう

にコントロールしていくことです。

　当グループでは、リスクを総合的に把握し、経営体

力の範囲内に制御するフレームワークとして、統合的

リスク管理体制を構築しています。また、経営体力の

根幹である自己資本についても、リスクの状況や業

務戦略などに照らしてその充実度を評価し管理する

自己資本管理体制を構築しており、それぞれの整備・

高度化を推進しています。

　基本的な考え方

コンプライアンス

　コンプライアンスとは、ルール遵守のための取り組

みという側面から企業の社会的責任を言い表したも

のであり、ＣＳＲの実現にも不可欠のものであると考

えています。

　お客さまや社会からの揺るぎない信頼を受けるため、

当グループでは、コンプライアンスを経営上の最重要

課題と位置付け、その実現に力を入れています。

　信用が最大の財産である当グループにとって、コン

プライアンスの実現は当然の基本原則であり、経営者

はもとより、従業員一人ひとりが日々の業務運営の中

で着実に実践しなければならないものと考えています。

　また、お客さまから負託された信頼の重みを認識し、

当グループとのお取引において適切なご判断をいた

だけるよう必要な情報を提供するなど、お客さまへの

万全のサポート体制を整備するよう努めています。
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　研修プログラムの企画立案にあたっては、参加者

に自らの課題を認識するといった「気づき」を促すた

めに、講義だけでなく、題材をもとにディスカッションを

行うグループワークや、自らの行動を振り返るケースワ

ークなど、さまざまな研修形態を取り入れています。

　参加者自身が研修を通じて得た「気づき」を活かし

て、継続的、主体的に日々 能力開発を続け、キャリアを

形成していくことが大切であり、それを支援していきた

いと考えています。
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調
査
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永　

篤
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　FP研修では、金融商品、マーケット、遺言・相続、不

動産などの幅広い知識と、お客さまのさまざまなニーズ

に対するご提案の方法について学ぶことができ、また、

コンプライアンスについても一段と理解が深まりました。

　お客さまに真にご満足いただくためには、ニーズを

踏まえた総合的なコンサルティングが欠かせません。

研修で学んだことを自分の中で咀嚼し、活用することで、

目の前のお客さま一人ひとりに対して、オーダーメイドの

ご提案を行っていきたいと考えています。
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【全従業員向け研修（例）】
●オープン講座
�さまざまなテーマで休日に開催する自由参加方式のスクーリ

ング。
【階層別研修（例）】
�～年次や職位に応じて求められる業務遂行能力の向上を目指す～
●新入職員研修
�社会人としての基本的マナーや業務知識を習得。
●キャリア開発研修
�各年次別（入社10年目程度までの職員を対象）に、求められ

る能力・役割を理解・習得。
●課長研修
�業務推進・人材育成・内部管理・健康管理等に関するマネジメ

ント能力を習得。

【業務別研修（例）】
　～職務経験に応じて体系的に業務知識等の向上を目指す～
●ＦＰ（ファイナンシャルプランナー）研修
�お客さまのもとへお伺いしてコンサルティングを行うFPとし

ての業務知識・手法を習得。
●テラー研修
�店頭窓口でコンサルティングを行う信託テラーとしての業務

知識・手法を習得。
●事務研修
�ローンや相続等各種事務に関する知識を習得。

テラー新任研修

このほか年間100種類以上の研修を実施しています。
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中央三井トラスト・ホールディングス 

中央三井信託銀行
中央三井アセット

信託銀行
中央三井アセット

マネジメント 中央三井キャピタル

取 締 役 会  

経 営 会 議

リスク統括部

内部監査 

報 告 

内部監査 

監 査 

決議・報告グループの基本方針策定
監督・指示

付議・報告監督・指示付議・報告監督・指示

協
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告
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査
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コンプライアンス統括部 

監査役会
監査役
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リーフレット「お客さまの声から」

●お客さまの声を活かす取り組み体制図

お
客
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ま

お
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と
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〈
経
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〉
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指示
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お客さまへの取り組み

　お客さまの声を活かす取り組み

　中央三井信託銀行では、お客さまから直接営業店の

担当者などに寄せられたご意見などにとどまらず、「お

客様の声アンケート」はがきやDMアンケート調査な

どにより、より多くのお客さまのご意見・ご要望などを

積極的に頂戴する取り組みを継続的に実施しています。

　平成20年9月に、ご契約のあるお客さまに加え、ご

契約のなくなったお客さまにも郵送アンケートを実

施し、当社に対するご要望などを頂戴しました。さらに、

平成20年10月には、訪問先のお客さまからもご意見・

ご要望を寄せていただけるよう専用はがきを新設し、

ご意見などをお寄せいただくチャネルの拡充に努め

ました。

　お客さまの声はお客様サービス室にすべて集約し、

原因の調査・分析と問題点の把握を行うとともに、経

営層と業務所管部では、その結果をもとに改善策を

検討し、より良い商品・サービスの提供へとつなげて

います。

　また、リーフレット「お客さまの声から」を作成し、

数多く寄せられたお客さまの声にお応えするとともに、

業務運営や商品・サービスの向上へとつなげた取り

組みを紹介しています。

　中央三井信託銀行では、今後もお客さまから頂戴

した多くの声に対して、

丁寧にお応えしたいと考

えています。

　なお、中央三井アセッ

ト信託銀行、中央三井ア

セットマネジメントおよび

中央三井キャピタルにお

いても、積極的にお客さ

まのご意見・ご要望をお

伺いし、お客さまの声を

もとに商品・サービスの

改善を図ることで、継続

的にお客さまの満足度向

上に取り組んでいます。

　お客さまの利便性向上への取り組み

　中央三井信託銀行では、お客さまの利便性向上に

向けて、土・日や平日夜間も営業する身近な銀行窓口

「コンサルプラザ」を積極的に展開しています。

　平成20年3月に「コンサルプラザ浦和」、「コンサ

ルプラザ自由が丘」、8月「コンサルプラザ柏」、9月「コ

ンサルプラザ千歳烏山」、10月「コンサルプラザ学園

前」、11月に「コンサルプラザ西宮北口」をオープン

し、平成20年12月末現在、全国で26店舗を出店し

ています。さらに平成21年1月には27店舗目となる

「コンサルプラザ京都」をオープン予定であり、身近

な生活設計の相談室として、コンサルプラザの積極

的な出店を進めています。

　また、中央三井アセット信託銀行では、確定拠出年

金制度の加入者の利便性を向上させるため、インタ

ーネットおよび携帯電話において、初回入金以降およ

び直近1年間の利回りを照会できる機能を追加する

とともに、インターネット環境での継続教育機能とし

てｅラーニングシステムを導入しました。

　さらに、中央三井アセットマネジメントでは、モバイ

ルサイトを開設し、携帯電話から投資信託の基準価額

や分配金などの情報をご覧いただけるようになりま

した。また、ホームページではマーケット情報や週次・

月次でのマーケットレポートを掲載するなどサービス

の拡充を図っています。
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担 当 者 の 声

　中央三井信託銀行お客様サービス室では、毎日200通近い「お客

様の声アンケート」はがきをお寄せいただいています。いただいたさま

ざまなコメントを通じて、お客さまを身近に感じられます。当社や担当者

をお褒めいただくことや励ましをいただくことが多いのですが、なかに

はお叱りを受けるケースもあります。お客さまの声一つひとつを大切に

することによって、お客さまから信頼され続ける銀行として成長してい

きたいと思います。
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社会性の報告
お客さま、株主、投資家のみなさまの声に真摯に耳を傾け、
地域をはじめとする社会へその一員としてできることを継続的に取り組んでいきます。

コンサルプラザ自由が丘



　ディスクロージャー（情報開示）について
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株主・投資家のみなさまへの取り組み

　当グループは、社会的責任や公共的使命の重要性

について十分に認識するとともに、経営情報を積極

的に開示することにより、みなさまからの信認の向上

に努めています。

　中央三井トラスト・ホールディングスは、グループ全

体の経営状況について、タイムリー（適時）・フェア（公

平）・プレーン（わかりやすさ）を基本に情報開示する

ことにより、透明性の高い経営を目指しています。

　具体的には、ディスクロージャー誌や各種の開示資

料において経営方針や業績・財務内容のポイントをわ

かりやすく説明するよう努めているほか、会社説明会

などを通じて、経営戦略などを説明しています。また、

ホームページでも、幅広くＩＲ（投資家向け広報）情報

を開示しています。グループ各社においても、それぞ

れホームページを開設し、取り扱い商品やサービス内

容を幅広く開示しています。

　今後も、多くのみなさまに中央三井トラスト・グル

ープについてより深くご理解いただけるよう努めて

いきます。

　株主総会の電子化とビジュアル化

　中央三井トラスト・ホールディングスでは、株主のみ

なさまの利便性向上のため、インターネットによる議

決権行使に加え、予めご承諾いただいた株主さまには、

株主総会招集ご通知を電子メールにて発信し、いち

早くご覧いただけるようにしています。さらに、機関

投資家のみなさまのために、平成20年の定時株主総

会から株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラ

ットフォームに参加しています。

　また、定時株主総会の会場では、グループの業績や

各種取り組みに関するグラフや図などのスライドを大

スクリーンに映し、事業報告の内容をわかりやすくご

説明するよう努めています。
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中央三井トラスト・ホールディングス ホームページ 
http://www.chuomitsui.jp/

中央三井信託銀行 ホームページ 
http://www.chuomitsui.co.jp/

中央三井アセットマネジメント ホームページ 
http://www.cmam.co.jp/

中央三井キャピタル ホームページ 
http://www.cm-capital.com/

中央三井アセット信託銀行 ホームページ 
http://www.chuomitsui-asset.jp/

　セキュリティ向上への取り組み

　中央三井信託銀行では、全国銀行協会の申し合わ

せ（「預金等の不正な払戻しへの対応について」）を

踏まえ、盗難・偽造カードによる被害に加えて、個人の

お客さまがご自身の責任によらずに盗難通帳やイン

ターネットバンキング・テレホンバンキングの不正利

用による被害に遭われた場合は、当該被害を保証す

ることとしています。

　また、インターネットバンキングのフィッシング詐欺

被害防止策の一環として、当社からの依頼により国内

外のフィッシングサイトを速やかに閉鎖するサービスや、

お客さまが閲覧しているページが当社の正当なペー

ジであることを視覚的かつ容易に認識できるサービ

ス「ＥＶ ＳＳＬサーバ証明書」を導入しました。

　このほかにも、依然として多発する振り込め詐欺の

未然防止に向けた対策強化の一環として、当社全ＡＴ

Ｍにポップ型ステッカーを掲示することにより、お客

さまへの注意喚起を促しています。

関 係 者 の 声

　難聴者は高齢者を中心に日本で1,000万人ほどいます。聴覚の障

がいは、外見では分からないために配慮されず、困ることが多くあります。

窓口では周囲の声や音によって、数字や名前を聞き間違えることもあ

ります。目に見える形で聴覚障がいへの配慮を示す耳マーク表示板

などの設置は、聴覚障がい者にとってはとても安心感があります。今

後も、障がい者の声を活かしたバリアフリーへの取り組みを一層推進

されることを期待しています。
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バリアフリーに配慮した取り組み
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　バリアフリーへの対応

　中央三井信託銀行は、バリアフリーに配慮した取り

組みを進めています。

　聴覚に障がいのあるお客さまがより安心して店頭

窓口をご利用いただけるように、気軽に筆談をお申し

出いただける旨を表示する耳マーク表示板を掲示し、

筆談ボードおよび助聴器を全店舗の窓口に設置して

います。また、ハンドセットの音声案内によるテンキ

ー操作で視覚障がいのあるお客さまでもお手続きが

可能な新型ＡＴＭを72ヶ店82台導入（平成20年

12月末現在）しています。

　さらに、店舗における諸施設のバリアフリー化工事

も順次進めています。

耳マーク表示板・助聴器・筆談ボード 視覚障がい者対応ATM

「振り込め詐欺にご注意！」ポップ型ステッカー
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　金融・経済教育支援

　中央三井信託銀行は、大阪電気通信大学が平成

21年4月に新設する金融経済学部アセット・マネジメ

ント学科に、寄付講座「資産承継論入門」および「不

動産投資特論」の2講座を設置することとしました。

　わが国において、「貯蓄から投資へ」という大きな

流れが加速し、また高齢者世帯の増加が進むなかで、

「個人資産の管理・保全と円滑な承継」が一段と重要

なテーマとなるなど、信託などを活用した魅力ある金

融商品の開発・提供が求められる状況にあります。当

グループは、これらの社会的要請に応えうる人材の育

成が喫緊の社会的課題であると提唱する同大学の趣

旨に賛同したものです。

　また、平成20年9月には新学科開設準備企画とし

て一般向けに「アセット・マネジメントセミナー」を開

催し、高齢社会における財産の管理・保全・承継につ

いて講義を行いました。当日は20歳代から80歳代

までの幅広い層にわたって約200名が受講されました。

《大阪電気通信大学における「資産承継論入門」・「不動産投資特論」の開設》

中央三井トラスト・グループでは、金融機関としての社会貢献の観点から、

将来を担う次世代のための教育および金融・経済分野の研究を支援していきます。

　中央三井信託銀行は、平成19年度より青山学院大

学大学院法学研究科ビジネス法務専攻において寄付

講座「中央三井信託銀行知財信託講座」を設置して

います。平成20年度も当グループの従業員が講師

陣に加わり、信託法の基礎から知財信託契約のポイン

トなどの実務課題の処理まで幅広いテーマで講義を

行いました。

　知的財産を経営資源として有効に活用することの

重要性が増すなか、知財信託講座を助成することで、

知的財産に関する教育・研究の振興を図っています。

《青山学院大学における「中央三井信託銀行知財信託講座」の開設》

　当グループは、平成17年度より中国人民大学経済

学院に寄付講座「中央三井トラスト・グループ経済学

講座」を開設し、優秀な学生を選抜した「実験クラス」

においてマクロ経済学の講義を提供しています。

　当講座における成績優秀な学生の日本招聘・学術

交流イベント開催にも毎年協力しており、世界を舞台

に活躍できる人材の育成を支援しています。

《中国人民大学における「中央三井トラスト・グループ経済学講座」の開設》

　当グループは、平成19年度より中国・清華大学金

融研究センターに研究プロジェクト「清華－中央三井

トラスト金融システム・マクロ経済研究プロジェクト」

を開設しています。

　当プロジェクトでは毎年カンファレンスを開催し、

研究報告を行うとともにゲストスピーカーをお招きし

て講演を行っています。

　中国有力大学の金融およびマクロ経済分野の研究

を支援することで、日中間の文化・学術交流促進の一

助になると考えています。

《中国・清華大学における「清華－中央三井トラスト金融システム・マクロ経済研究プロジェクト」の開設》

　当グループでは、平成18年度より小中学生に対す

る経済教育の向上を支援する団体「経済教育ネット

ワーク」（理事長：同志社大学篠原総一教授）に協賛し

ています。

　同ネットワークは、健全な資本主義のあり方や経済

全体の仕組みを子どもたちに伝えることを目的とし

て設立されました。経済教育に携わる学者、教員など

が参加し、全国各地で教員向けのワークショップやシ

ンポジウムを開催するほか、教材を開発するなど経済

教育に関するさまざまな活動を積極的に展開してい

ます。

　当グループは、将来を担う次世代への、質の高い経

済教育のあり方を追求し支援する同ネットワークを応

援します。

《「経済教育ネットワーク」への協賛》

アセット・マネジメントセミナーで講義する
中央三井信託銀行 営業企画部
加藤主席財産コンサルタント

 経済教育ネットワーク・（株）東京証券取引所グループ共催
「先生のための『夏休み経済教室』」

　当講座における日本での学術交流イベントは、学生にとって勉強の

モチベーションのひとつとなっています。私は平成19年度に日本へお

招きいただきました。中央三井トラスト・グループの方とお目にかかり、信

託の仕組みに関する講義を受け、日本の学生とのディベートにも参加

するなど、とても有意義で貴重な機会となりました。

　日中間の学術交流促進の一助となる当講座を今後も発展的に継

続いただくことを願っています。
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日本招聘・学術交流イベントにおける当グループ関係者との懇談

清華大学経済管理学院教授 魏 杰氏と中央三井トラスト・ホールディングス 古沢会長

講 座 受 講 生 の 声

社会への取り組み
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「信託法の概要と実務課題」について講義する中央三井信託銀行　田中法務部長
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　中央三井トラスト・グループ従業員参加による活動

《TABLE FOR TWOの実施～1周年を迎えて～》

《義援金活動》

　中央三井信託銀行本店ビル食堂では、エームサー

ビス株 式 会 社 協 力 のもと、平 成 1 9 年 1 0 月より

TABLE FOR TWOを実施し、1周年を迎えました。

TABLE FOR TWOとは、カロリー摂取過多な先進国

の人が低カロリーメニューを食べ、その料金の一部

を「国連世界食糧計画（WFP）」を通じて途上国の子

どもたちの給食のために寄付する取り組みです。当

食堂では毎週水曜に定食メニューの一部を低カロリ

ーメニューへ変更し、この1年間で約7,000食分の

寄付を行いました。

　当食堂では、低カロリーメニューへの高い支持が

あるとともに、食事をしながら手軽に寄付ができるこ

とにつ い て 多くの 賛 同 の 声 が 寄 せられ ており、

TABLE FOR TWOの低カロリーメニューについて

は、2年目から食数を増やして対応しています。

　中央三井トラスト・グループは、従業員の健康を促進

し、同時に寄

付活動で途上

国の飢餓解消

を 支 援 す る

TABLE FOR 

TWOを今後

も推進してい

きます。

《サロンコンサートの実施》

　日本橋営業部では、平成20年12月に桐朋学園大

学音楽学部の学生によるサロンコンサート（弦楽四

重奏）を開催しました。

　当日は、70名を超えるお客さまに重要文化財に指

定された三井本館内でフレッシュで質の高い演奏を

身近に楽しんでいただき、また、演奏者である学生に

は発表の場を提供する機会となりました。

　当部では近隣小学校の銀行見学も実施しており、

今後も地域社会の一員として社会貢献に取り組んで

いきます。

　当グループでは、災害等発生時に企業による義援

金のみならず、従業員向けに義援金受付口座を開設し、

義援金募集の呼びかけを行っています。

　平成20年5月に発生した中国四川大地震および6

月に発生した岩手・宮城内陸地震においては義援金

募集を実施し、社内イントラネット上のCSR活動情報

掲示板にて実施状況を情報発信しました。

　集められた義援金は財団法人日本ユニセフ協会お

よび社会福祉法人中央共同募金会を通じて災害支援

などに役立てられています。

《ペットボトルキャップ回収活動への参加》

　中央三井信託銀行本店ビルおよび目黒信託センタ

ーでは、東京都港区に所在する企業の社会貢献ネット

ワーク「みなとネット」への参加企業10社とともにペ

ットボトルキャップ回収活動に参加しています。

　ペットボトルキャップ回収活動は、社内で回収した

ペットボトルのキャップをリサイクル業者へ引き渡し、

その代金を「特定非営利活動法人　世界の子どもに

ワクチンを日本委員会」へ寄付するものです。

　このほか、中央三井信託銀行の一部営業部店にお

いてもペットボトルキャップの回収活動を行っています。

　中央三井信託銀行の拠点における活動

　TABLE FOR TWOは、日本国内で現在約80の団体で健康的な

食事を通しての社会貢献が行われており、海外にも運動の輪は広が

りつつあります。

　中央三井信託銀行のみなさまには、団体が発足して間もない頃か

ら1年以上の長きにわたってTABLE FOR TWOを支持していただき、

スタッフ一同感謝の気持ちでいっぱいです。一人でも多くの途上国の

子どもたちに給食がプレゼントできますよう、引き続きのみなさまの温か

いご支援をよろしくお願いします。
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関 係 者 の 声

日本橋営業部におけるサロンコンサート

《「認知症サポーター養成講座」の実施》

　小田原支店では、平成20年6月に神奈川県の保健

福祉事務所から講師をお招きし、「認知症サポーター

養成講座」を実施しました。当セミナーへの関心は極

めて高く、業務終了後の開催にもかかわらず当支店

ほぼ全員が参加し、一人ひとりがお客さまへの対応を

振り返る貴重な機会となりました。

　現在、当支店店舗窓口では、認知症サポーターの証

であるオレンジリングをつけたスタッフが当講座で学

んだことを活かしてお客さまへ対応しています。 窓口で対応するオレンジリングをつけた小田原支店スタッフ

《「鳥取砂丘一斉清掃への参加」》

鳥取砂丘一斉清掃の様子

《中国・太和希望小学校への学術用品の寄贈》

　北京駐在員事務所では、中国・三井信託銀行太和

希望小学校へ学術用品の寄贈を行っています。

　太和希望小学校は、平成8年に中国の開発地域に

おける教育支援プログラムとして、当社が中国安徽省

太和県の農村部に寄付・建設したものです。

　パソコンなど電化製品や児童図書の寄贈のほか、

当事務所長が直接現地を視察するなどコミュニケー

ションを図りながら、子どもたちが勉学に励む環境整

備を続けています。 太和希望小学校のみなさんと北京駐在員事務所  田村所長・馬調査員（児童図書の寄贈）

TABLE FOR TWOの低カロリーメニュー

●日本橋営業部

●小田原支店

●鳥取支店

●北京駐在員事務所
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ペットボトルキャップ回収箱

　鳥取支店では、鳥取砂丘一斉清掃に参加しています。

鳥取砂丘一斉清掃は、鳥取市が昭和55年から春と秋

に実施しているもので、鳥取支店としても地域に貢献

できる継続的な活動として従業員へ参加を呼びかけ

ているものです。平成20年春の砂丘一斉清掃では

当支店から13名が参加し、大きな充実感が得られた

との感想が多く寄せられました。

　今後も地域社会の一員として、鳥取県の貴重な財

産である鳥取砂丘の美しい自然を守っていく活動に

協力していきます。



推 進 者 の 声

21 22

　中央三井信託銀行では、環境に配慮した粗品を継

続的に採用しています。平成20年10月に採用した「キ

ャサリンハムネットタオルセット」は、化学合成の農薬

を使用しない素材のタオルセットです。

　ほかにも、当社の

各営業店では独自に

環境に配慮した粗品

を採用しています。

　本店ビルにおける省エネ・省資源活動

　中央三井トラスト・グループ各社では、平成17年度

より「夏の軽装化」（クール・ビズ）を実施しています。

夏期の各フロアの室温の28℃設定や、空調運転時間

の短縮などに取り組むほか、中央三井信託銀行本店

ビルにおいては、エレベーターの稼動基数の制限や

階段の利用の推進、社員食堂の営業時間の短縮など

を行い、省エネを推進しています。

　また、強い日射を受ける南側・西側の窓ガラスに断

熱フィルムを貼り、室温の上昇を抑えて空調負荷を軽

減しているほか、エントランスの照明ランプを従来の

ハロゲンランプから省電力・高寿命のＬＥＤランプに

交換することにより、ＣＯ２排

出を削減しています。

　このほか省資源対策として、

紙ゴミのリサイクルを推進し、

紙ゴミの96.8％をリサイク

ルしています。

環境活動報告
地球温暖化をはじめとする環境問題に対し、グループを挙げて
省エネ・省資源活動を推進し、環境負荷の低減に取り組んでいます。
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　CMTBファシリティーズでは、中央三井信託銀行が使用する建物・

施設を総合的に管理運営しています。

　中央三井信託銀行が使用する建物は全国に約100箇所あり、

これらの建物・施設の管理運営には、私を含めたCMTBファシリテ

ィーズの一級建築士７名が直接携わり、そのノウハウを駆使して日

夜省エネ対策に取り組んでいます。

　地球温暖化はいまや地球規模での切実な問題であり、今後とも、

グループをあげて省エネ・省資源活動を推進していきます。
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正
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●本店ビルにおける紙ゴミのリサイクル状況

リサイクル率（%） 47.5 83.6 87.9 95.4 96.8

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

　東京都「地球温暖化対策計画書制度」における
　知事表彰受賞

　中央三井トラスト・グループ各社は、地球温暖化防

止国民運動「チーム･マイナス6%」に参加し、省エネ・

省資源対策を積極的に推進しています。

　中央三井信託銀行調布センターでは、エネルギー

管理システムの導入や使用燃料の転換などにより消

費エネルギーの削減を進めており、今般、東京都の「地

球温暖化対策計画書制度」における知事表彰を受賞

しました。この

表彰は、東京都

が大規模事業

所など1,064

件の平成18年

度実績を評価し

たもので、当セ

ンターを含む

17件が地球温

暖化対策の取り

組みが特に優秀

な事業所として

選ばれました。

石原東京都知事から表彰をうける
中央三井信託銀行　工藤総務部長

キャサリンハムネットタオルセット

　環境に配慮した粗品の採用

　中央三井信託銀行および中央三井アセット信託銀

行の営業部店では、環境省が平成20年6月21日（夏

至の日）および7月7日（洞爺湖サミット初日）に実施

したＣＯ２削減を目的としたネオン・看板などの消灯イ

ベント「ライトダウンキャンペーン」に合わせ、看板・シ

ョーウィンドウなどの照明の消灯を実施しました。

　また、照明のこまめな消灯、パソコン・プリンター・

コピー機のこまめな電源の切断、水の節約など、ポス

ターを掲示して省エネを推進しています。

　省資源対策としては、文具類でのエコ商品の使用、

コピー用紙の両面印刷や集約印刷を推進し、また、社

員食堂における割り箸の廃止を実施しています。

　拠点における省エネ・省資源活動

　中央三井信託銀行では、全営業部店における営業

車の8割以上に低公害車を導入しています。

　東京都は｢都民の健康と安全を確保する環境に関

する条例｣により低公害車の導入を推進しており、当

社でも切り換えを進めてきた結果、都内営業部店に

おける営業車の低公害車比率は平成18年3月に9割

を超え、それ以降も高水準を維持しています。

　また、東京都環境局自動車公害対策部が作成した｢ア

イドリング・ストップ｣のステッカーを都内の全車両に

貼付して、アイドリング・ストップ運動に取り組んでい

ます。

　低公害車の導入、アイドリング・ストップの推進

●東京都内営業部店における営業車の低公害車比率推移

低公害車比率（%） 62.2 77.2 93.3 93.5 92.6

平成16年
3月

平成17年
3月

平成18年
3月

平成19年
3月

平成20年
3月

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

特
集
／
中
央
三
井

ト
ラ
ス
ト
・
グ
ル
ー
プ

だ
か
ら
で
き
る
こ
と

「夏の軽装化」名札用ワッペン


